
精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築に向けて

埼玉県福祉部
障害者福祉推進課

令和８年１０月８日（木）
令和８年度精神障害にも対応した地域包括ケアシステム研修資料
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本日の流れ

１ 埼玉県における精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築について

～心のサポーター養成事業～

２ 報告：入院者訪問支援事業の進捗状況について

３ 情報提供：高次脳機能障害者支援について

自立訓練施設けやき荘について
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）

○精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労など）、地域の助け
合い、普及啓発（教育など）が包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要があり、同システムは地域共生社会の実現に向かっていく上で
は欠かせないものである。

○このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事業者が、
精神障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その
他の医療機関、地域援助事業者、当事者・ピアサポーター、家族、居住支援関係者などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。

安心して自分らくし暮らすために･･･

社会参加（就労）・地域の助け合い

住まい

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅 等

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップバックアップ

バックアップバックアップ

・地域包括支援センター（高齢）

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）
・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイケア・精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点

（障害福祉サービス）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所
・就労継続支援
・自立訓練 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

日常生活圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域
※ 地域包括ケアシステムは、日常生活
圏域単位での構築を想定

※ 精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築にあたっては、障害
保健福祉圏域ごとに、精神科医療機
関・その他の医療機関・地域援助事
業者・市町村による連携支援体制を
確保

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問
訪問

厚労省資料に一部追記
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県においては県保健所ごとに
協議の場を設置します。

全県での会議は障害者福祉推進課が主催で実施します。
また、作業班としてのワーキンググループを設置します。

各市町村の障害福祉計画に基づき協議
の場を設置します。

埼玉県

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

/

地域支援体制整備コーディネーター
委託事業

退院促進支援事業

地域移行ピアサポート委託事業

地域移行推進員
委託事業 地域移行協議会

事業

連絡協議会事業

運営委員会
事業

自立促進支援
協議会事業

地域自立促進支
援協議会事業

退院促進支援モデル事業

精神障害者を地域で支えるシステム構築事業

精神障害者地域移行支援事業・関係者連絡会の変遷

精神障害者地域移行支援事業

平成３０年度

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
構築事業

令和２年度～

精神障害者を地域で支えるシステム構築事業

１ 精神障害者地域支援体制構築会議等事業
２ 精神障害者福祉型訪問支援強化事業
３ 地域移行ピアサポート委託事業
４ 早期退院支援事業

（１）入院者訪問支援事業
（２）体制構築

ア 県自立支援協議会精神障害者地域支援体制整備部会
※県の協議の場、ワーキンググループも開催、

イ 精神障害者地域支援体制構築会議
※保健所ごとの協議の場

ウ 関係者連絡会

（３）人材育成
ア 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進研修
イ その他包括ケアに資する人材育成・普及啓発等事業

心のサポーター養成事業

（４）広域支援
ア 精神障害にも対応したアウトリーチ事業
イ 地域移行・地域定着ピアサポート活動促進事業
ウ 早期退院支援推進事業

平成２４年度
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5

埼玉県における精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた重層的な連携体制

連携
【障害者福祉推進課】

埼玉県自立支援協議会精神
障害者地域支援体制整備部会

【県保健所】
精神障害者地域支援
体制構築会議

【市町村】

市町村ごとの医療・保健・福祉
の関係者による協議の場

連携

市町村単位、保健所単位、県単位で保健、医療、福祉の関係者による協議の場を設置し、現状や課題を共有し、重層
的な連携により地域の実情に応じた支援体制を構築する

【市町村ごとの協議の場】
６２市町村において設置済み

（令和８年３月末現在）

・地域自立支援協議会や既存の協
議会を活用している

・複数市町村によって広域設置して
いる自治体もある

【県の協議の場】
・埼玉県自立支援協議会の部会

・保健所ごとの協議の場と連携を図
るため、保健所職員研修や関係者
連絡会

【協議内容】
・今後の県の取組の方向性
・個別支援ニーズの考え方の整理

・住まいの場の確保支援の現状、ピ
アサポートの活用、アウトリーチ
・地域包括ケアシステム構築に向け
ため人材育成研修など

Ｈ３０～「自立支援協議会精神障害者地域移行支援部会」から名称変更

【保健所ごとの協議の場】

管内の精神科病院長など、地域の機
関の代表者を構成員とすることで組
織のコンセンサスを得て、支援体制
を進める

【協議内容例】

・実務者会議や事例検討会、ヒアリン
グで挙げられた地域の現状・課題、
今後の取組を共有

・管内医療機関との退院支援等に係
る医療と保健、福祉の連携の課題
・地域課題に応じた取組や必要な人
材育成研修等について協議

市町村ごとの協議の場は、福祉を起
点とした基盤整備の検討を行い、保
健所ごとの協議の場は、保健・医療
を基盤整備の検討を行う。それぞれ
の協議の場の連携が重要

関係者連絡会を実施し、
情報共有し、連携を図るワーキング

グループ
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厚生労働省資料
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出典：都道府県等入院者訪問支援事業担当者会議（令和8年1月19日開催）厚労省資料
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出典：ここサポ事務局ホームページ

厚生労働省資料

R7年度：埼玉県１回実施
12/3：坂戸社協と共催
R8年度も数回実施予定

10

9

10



11

12

人口 世帯数
高齢化率
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参加者アンケート（内容について）
心のケアは気が付いて声をかけることが
第一歩とうかがい、気持ちが楽になりました
声掛けと傾聴の大切さと難しさを痛感しました
相手の気持ちになって聞く「聞き役」は難しい
ことですが、人間関係がスムーズにいくことに
つながると感じました
「正論」を言うのではなく、まず相手の心情を
察し頷くことが大切

参加者アンケート
（講師について）

講師の明るさが良かったです
気持ちの誘導がうまかったので
勉強になりました
先生のユーモアさに安心を
感じました

18

町の需要と国の供給がマッチした

使える予算が確保されていた

参加者の反応が良かった
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心のサポーター指導者研修について

出典：ここサポ事務局ホームページ（指導者養成研修について | 心のサポーター │ここサポ養成事業）

本日の流れ

１ 埼玉県における精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築について

～心のサポーター養成事業～

２ 報告：入院者訪問支援事業の進捗状況について

３ 情報提供：高次脳機能障害者支援について

自立訓練施設けやき荘について
20

19

20



21

※参考：厚労省資料

を一部改変

希望に応じて、本人から聴き取ったお話
を、医療機関の方々に橋渡しいたします
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訪問支援員派遣の流れ

23

① 面会希望

精神科病院
退院後生活環境相談員

その他の職員等

電話・手紙等

面会日連絡

訪問支援（面会交流の実施）

② 面会日の調整

④ 実施報告

都道府県等

② 登録者から訪問支援員2名を
選任し面会日を調整する

④ 訪問支援員より面会の報
告を受ける

市
町
村
長
同
意
に
よ
る
医
療
保
護
入
院
者
等

③
日
程
の
連
絡

都道府県等
又は

委託先の事業所

事務局

○ 都道府県等は、研修を修了した者のうち、訪問支援に適任であると認めた者について、訪問支援員として任命する。
○ 入院者から訪問支援員との面会希望があった場合に、派遣調整を行う。
○ 本人以外の者からの依頼については、本人の意向であることを確認した上で派遣調整を開始する。
○ 事務局は、支援対象者の意向を確認した日付及びその方法等については、個別に記録しておくこと。

① 入院者本人もしくは、市町村
⾧同意の担当者又は精神科病院の
退院後生活環境相談員等を経由し、
面会希望の連絡を受ける

③ 必要に応じて精神科病院の退院
後生活環境相談員やその他の職員等
の協力を得ることで、できる限り支
援対象者の希望に添えるよう、訪問
支援員の派遣調整を行う。

訪問支援員は、2人一組（※）で
精神科病院を訪問し、面会交流を行う

（※）ペアで訪問をする事で互いにフォローができ
緊張感の緩和につながることが先行事例から
示されている。
また、訪問支援のスキルアップのためには

経験の少ない者と経験を重ねた者によるペア
での実施が効果的とされている。

訪問支援員

※参考：厚労省資料

社会福祉法人
じりつ

年度
月 ４月３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月３月２月１月１２月１１月１０月９月８月

事務
調整事項

支援員
養成研修

支援員派遣

検証会議

※令和６年３月時点

研修
実施 受講者名簿管理

推
進
会
議

修
了
証
発
行
・
支
援
員
任
命

事業周知・関係機関調整
（患者・精神科病院協会、市町村）

派
遣
開
始

実務者会議：県・事務局および訪問支援員、訪問支援を受け入れる精神科病院の関係者等が、事業の具体的な課題や支援のあり方等について協議する場とする

推進会議：県・事務局および訪問支援員、訪問支援を受け入れる精神科病院の関係者等が、事業の実施状況や実務者会議から報告される内容を基に、事業の進め方について検討や見直しを図る場とする

試行的派遣の実施

支援員への事前説明、サポート、
実施記録管理

全病院に
拡大した
が検証事
業を継続

実
務
者
会
議

県内５病院
のみで実施

全
病
院
へ
の
事
業
説
明
会
を
実
施

精
神
科
病
院
協
会
報
告

全
病
院
へ
の
支
援
員
派
遣
を
開
始

全病院への派遣を実施

研修
実施

修
了
証
発
行
・
支
援
員
任
命

推
進
会
議

実
務
者
会
議

精
神
科
病
院
協
会
報
告

支
援
員
へ
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修
を
実
施

次年度以降の
本格実施について
検討・決定
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令和８年度令和７年度令和６年度

令和８年７月２７日
２８日

令和７年８月２２日
２５日

令和６年８月２９日
３０日

日程

１９名１２名５１名参加者数
１１名/８名１１名/１名２５名/２６名専門職/ピアサ

ポーター内訳
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第１回都道府県等担当者・アドバイザー等合同会議（令和8年6月9日開催）厚労省資料

第１回都道府県等担当者・アドバイザー等合同会議（令和8年6月9日開催）厚労省資料
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29

市町村担当者

○  都道府県等は、市町村に対し、市町村⾧同意による医療保護入院者との面会時に当該事業を入院者に紹介
   するよう依頼する。
○ 都道府県等は、精神科病院に対し、退院後生活環境相談員等から入院者に対して当該事業を紹介することや、

啓発資材の掲示等により入院者に常時当該事業の周知を図ることを依頼する 。

市町村

・ＨＰ等での広報

厚生労働省

・市町村に対し、市町村⾧同意の入院者への面会時に本事業を紹介するよう依頼する

・精神科病院に対し、入院者へ退院後生活環境相談員やその他の職員等から本事業を紹介することや、

啓発資材の掲示等により当該事業の周知を図るよう依頼する。

・市町村⾧同意後の入院者との面会時

 にリーフレット等を用いて本事業

 を紹介する

・退院後生活環境相談員の選任の挨拶時や
日々の支援の中でリーフレット等を用いて
本事業を紹介する

・本事業の紹介・周知のための院内掲示を行う

市町村⾧同意
入院患者等

退院後生活環境相談員
等

精神科病院

都道府県等

事業周知について
御協力いただきたい

R7に全病院にリーフ
レットを配布

R8にポスターを配布

入院者訪問支援事業リーフレット
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本日の流れ

１ 埼玉県における精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築について

～心のサポーター養成事業～

２ 報告：入院者訪問支援事業の進捗状況について

３ 情報提供：高次脳機能障害者支援について

自立訓練施設けやき荘について
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自立訓練施設 けやき荘の御案内 ～心の病を抱えた方へ～

けやき荘 概要

１．自立訓練（生活訓練）
２．宿泊型自立訓練
３．短期入所・空床型（ショートステイ）

事業内容

２０名（全個室）定員

概ね２年間利用期間

※指定管理者制度による管理
平成2年4月埼玉県立施設として開所。
令和3年4月より指定管理者制度により、当法人が管理を行って
います。
指定管理者制度とは、公の施設の管理を民間に任せる制度です。

入所までの流れ

【お問合せ】
自立訓練施設 けやき荘
〒362-0806
埼玉県北足立郡伊奈町小室818-2

【TEL】048-723-1444
【FAX】048-792-0302

「家族関係において衝突が多く、距離を取る（自立）準備」のための利用

「精神科病院や児童養護施設等から心の病を抱えた方が地域生活に移る準備」のための利用

「心の病を抱えた方が親元から離れた生活をする準備」のための利用

「虐待や養護者の急病など生活基盤の喪失など緊急的に避難をする」ための利用

「自身の生活の立て直し（生活のリズム、金銭管理など）」のための利用

「休息」のための利用

どんな人が利用するの？ 心の病を抱えた方の自立を支援します！概ね16歳～65歳まで

自分にあった生活やサービスを見つけるための利用
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